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バイオスティミュラントの表示等に係るガイドライン 

 

令和７年５月 30日付け７消安第 1353号消費・安全局長通知 

 

１．目的 

近年「バイオスティミュラント」と呼ばれる資材が国内外で開発されている。こ

のような資材は、気候変動等がもたらす高温や乾燥といった非生物的ストレスを農

作物が受ける前などに施用することで、同ストレスに対する耐性を高めたり、農作

物による栄養成分の吸収・利用効率を改善したりし、その結果、農作物の品質又は

収量を向上させるものとして注目されている。また、持続的な生産活動に資するも

のとして「みどりの食料システム戦略」においても、高い生産性と両立する持続的

生産体系への転換に係る具体的な取組の１つとしてバイオスティミュラントの活

用が掲げられており、今後このような資材の開発に取り組む主体が増え、生産現場

の課題の解決につながるような環境を整えていくことが重要である。 

本ガイドラインは、バイオスティミュラントの効果や使用に係る表示に関する事

項を中心に、事業者がバイオスティミュラントを取り扱うに当たって特に留意すべ

き事項を示すことで、事業者による自主的な取組を促すとともに、使用者による目

的に合った製品の選択や適切な使用に資することを目的とするものである。 

 

２．バイオスティミュラントの定義 

本ガイドラインにおいて「バイオスティミュラント」とは、農作物又は土壌に施

すことで農作物やその周りの土壌が元々持つ機能を補助する資材であって、バイオ

スティミュラント自体が持つ栄養成分とは関係なく、土壌中の栄養成分の吸収性、

農作物による栄養成分の取込・利用効率及び乾燥・高温・塩害等の非生物的ストレ

スに対する耐性を改善するものであり、結果として農作物の品質又は収量が向上す

るものをいう。 

 

（参考）国内における生産資材に係る主な法規制 

日本国内には生産資材に関連する主な法律が３つあり、農薬については農薬取締

法、肥料については肥料の品質の確保等に関する法律（以下「肥料法」という。）、

土壌改良資材については地力増進法で定められている。各法令で定義する農薬、肥

料、土壌改良資材に該当する生産資材は、たとえ事業者がバイオスティミュラント

として扱う資材だとしても、前述の法律に沿って、あらかじめ登録、届出、表示な

どを行う必要がある。 
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３．効果・使用に係る表示 

（１）効果の表示 

事業者は、製品の容器、包装はもちろんのこと、チラシ、ウェブページなどにお

いて、バイオスティミュラントとしての効果を表示すること。このとき、不当景品

類及び不当表示防止法（景品表示法）における不当表示にならないよう留意するこ

と。 

また、生産現場で営農指導を行う者など詳しい情報が必要な者向けに、その求め

に応じ栽培試験や原材料などの情報を提供すること。 

なお、農薬の登録を受けていない場合には、病害虫や雑草の防除や農作物等の生

理機能の増進・抑制といった農薬と誤認されるような効果の表示はしないこと 1。

また、肥料の登録を受けていない又は届出をしていない場合には、「植物の栄養とな

る」、「土壌に化学的変化を生じさせる」といった肥料と誤認されるような効果の表

示はしないこと。たとえ前述のような効果を表示しなくても、原材料、含有成分又

は使用方法から農薬や肥料に該当することもあるため、注意すること 2。 

 

（２）使用に係る表示 

事業者は、バイオスティミュラント製品について、効果が期待される標準的な使

用方法（対象作物、使用量又は使用濃度、使用時期、使用回数など）や使用上注意

すべき事項（効果が出ない条件など）を使用者に示すこと。 

 

（３）根拠情報の確認 

（１）、（２）の効果や使用に係る表示を行うに当たり、事業者は、試験によって

得られた結果や査読付きの学術文献等により根拠となる情報を確認すること。その

際、以下の内容を満たす栽培試験が実施されていることを確認すること。 

 バイオスティミュラントとしての効果を持つ原材料・成分を施用する施用区と、

当該原材料・成分を施用しない対照区を設定し、当該原材料・成分の有無以外の条

件（例：施用する肥料成分量）をそろえて実施している。また、各試験区について

３連以上の反復をもって実施している。 

表示しようとする効果に合わせて、収量、生体重、栄養成分の吸収量など定量的な

指標を用いて評価を行っているとともに、試験結果を示す供試作物の写真を撮影

 
1 「無登録農薬であると疑われる資材に係る製造者、販売者等への指導について（平成 19年 11月

22 日付け 19 消安第 10394 号農林水産省消費・安全局長通知）（以下「疑義資材通知」という。）」

を参照。 
2 農薬登録のある有効成分が含まれるバイオスティミュラント製品が、登録農薬と同程度以上の

濃度で農作物等の栽培・管理のために使用された場合、農薬としての効果が発現するため、当該

資材は登録を受けていない農薬に該当する可能性がある（疑義資材通知参照）。 
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している。 

 標準的な使用方法を考慮しつつ、国内（又は、気候や土壌等が類似する環境）にお

いて、品目、気候、土壌などの条件を１つ以上変えて、２例以上行っている。 

 

また、関連情報として、原材料の名称・含有割合及びバイオスティミュラントを

施用した際に非生物的ストレスに対して植物体内で起こる反応を確認すること。さ

らに、主な成分の名称・含有割合も確認するよう努めること。 

製品の主な成分の含有割合を分析するときは、品質のばらつきを把握するため、

３ロット以上分析すること。原材料の入手先が複数ある、天然物が原材料であるな

ど、品質がばらつく要因がある場合は、それらを考慮して分析点数や対象試料など

を決めること。また、分析に際して、肥料等試験法など参考となる公定法がある場

合は、対象の類似性などを考慮しつつ、当該方法により実施すること。 

なお、確認した情報は、必要な際に参照できるように保存すること。 

 

４．安全性の確認 

バイオスティミュラント製品を取り扱う場合、事業者は、原材料の性質、使用実

績等を踏まえつつ、製品を使用した農作物、ヒト等への安全性をあらかじめ確認す

ること。その際、以下の確認方法を参考にすること。 

（１）農作物への安全性については、３．（３）の栽培試験において有害影響が出

ていないことを確認する。 

（２）ヒトへの安全性については、①～③のいずれかにより確認する。 

① 当該資材を使用した農作物の食経験がある 

② 原材料・成分等についての文献検索の結果により安全性が評価できる 

③ 製品を用いた安全性試験の結果、有害性が示されない 

また、成分分析などにより、定期的に製品の安全性が保たれていることを確認し、

必要に応じて改善すること。 

なお、確認した情報は、必要な際に参照できるように保存すること。 

 

５．情報収集と活用 

事業者は、最新の科学的知見を収集し当該知見を踏まえ、必要に応じて製品の品

質や表示等を改善すること。また、使用者等からの問合せの受付に係る体制の整備

に努め、求められた場合は、収集した科学的知見等に基づき、必要な情報を提供す

ること。 
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６．その他 

バイオスティミュラントの中には、肥料法で定める肥料や、地力増進法施行令で

指定された土壌改良資材に該当するものがある。このような資材を扱う事業者は、

肥料法又は地力増進法を遵守した上で、本ガイドラインに沿って対応すること。 

なお、本ガイドラインは、公表時点におけるバイオスティミュラントの流通・使

用の実態を踏まえて定めたものであり、今後適宜見直す可能性がある。 

また、本ガイドラインは、当該資材に係る関係法令を網羅的に整理したものでは

なく、製品の原材料、製造方法、効果、表示等により、本ガイドラインで示してい

ない他法令に抵触する可能性もあることから、関係法令等への適合性の確認につい

ては、必要に応じて事業者の責任で行うものである。 


